
子発０４２５第１号 

平成３０年４月２５日 

 

   都 道 府 県 

各 保健所設置市  母子保健主管部（局）長 殿 

特 別 区     

 

厚生労働省子ども家庭局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

旧優生保護法に関連した資料等の保管状況等調査の実施について（依頼） 

 

平成８年に現在の母体保護法に改正される前の旧優生保護法に関しては、「優生保護法下

における強制不妊手術について考える議員連盟」や「与党旧優生保護法に関するワーキング

チーム」において議論が行われており、今般、当省に対し、都道府県等が保有する旧優生保

護法に関する資料について調査を行うよう要請がありました。 

ついては、旧優生保護法下において作成等が行われ、貴都道府県、保健所設置市及び特別

区が現時点で保有している資料や記録について調査を行いますので、別紙の保管状況等調査

要領に基づき、別添調査様式に必要事項を記入の上、平成 30 年６月 29 日（金）までに御

回答いただきますよう御協力をお願いいたします。 

 なお、厚生労働省において調査結果を取りまとめた上で、「与党旧優生保護法に関するワ

ーキングチーム」等に報告した後、公表する予定であることを申し添えます。 

 

以上 

 

［送付資料］ 

・保管状況等調査要領 

・調査様式 

・旧優生保護法関係法令参照条文 

 

［照会先］ 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

   課長補佐 工藤春華  企画調整係 橋本捷太 釼持智洋 

   直通：０３－３５９５－２５４４ ＦＡＸ：０３－３５９５－２６８０ 
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保管状況等調査要領 

 

厚生労働省子ども家庭局 

１．目的 

 旧優生保護法（以下「法」といいます。）に関して今後の検討に備えるため、法第３条

（第１項第４号及び第５号を除く。）、第４条、第１２条に基づき実施された優生手術につ

いて、現時点で都道府県等が保有する資料や記録としてどのようなものがあるかに関する

調査です。 

 

２．調査対象・期間 

都道府県、保健所設置市、特別区における行政機関（本庁、公文書館、保健所等※）が 

保有する資料や記録等について、下記留意事項調査様式にしたがって記入してください。

対象期間は法が施行されていた昭和２３年から平成８年までとし、年単位で回答してくだ

さい。 

 ※福祉事務所、各種更生相談所等の都道府県等の行政機関が含まれますが、個別の機関に

ついて対象となるかどうか疑義があるときは、５に記載の照会先までご照会ください。 

 

３．調査期限 

  平成３０年６月２９日（金）までに調査結果をご提出ください。なお、提出後に新たに

関連資料が発見された場合など、回答に修正が必要な場合には速やかにご連絡ください。 

 

４．調査事項（調査１、調査２、調査３） 

 

【調査１】省令様式等の保有状況について（様式１） 

ア）内容 

法もしくは旧優生保護法施行規則（以下「規則」といいます。）において、作成・提出

等が定められている資料（①から㉑）及び、それらに記載されている内容と同内容が記載

されているその他の資料（㉒）について、様式１に記入の上、回答してください。 

 

イ）留意事項 

○保存状況については、以下のとおり記載してください 

 ・当該年の全部又は一部が保管されている場合・・・・・・・・○ 

 ・当該年の資料が保存されていない又は確認できない場合・・・× 

○件数については、何件分の資料が保管されているのかを記載してください。 

・申請、再審査、提訴もしくは決定１回につき１件として計上してください。 

・⑪及び⑫の費用の負担に関する記録については、手術一回にかかる関連資料を１件と

してください。 

・⑰優生保護法指定医名簿及び⑱優生保護審査会委員名簿については、保存状況のみを

記載し、件数を記載する必要はありません。 

・⑲優生手術実施報告書、⑳優生手術実施報告票や㉑優生手術年報は、１枚で１件とし
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てください。⑳優生手術実施報告票は同一の優生手術実施報告書のもとに綴られてい

たとしても、別々に計上してください。 

・「㉒その他」については、保存状況のみを記載し、件数を記載する必要はありません。 

 

ウ）把握対象 

［法第４条関係］ 

①優生手術申請書（法第４条。規則第２条。様式第１号。） 

②健康診断書（法第４条。規則第２条。様式第２号。） 

③遺伝調査書（法第４条。規則第２条。様式第２号。） 

 ［法第５条関係］ 

④優生手術適否決定通知書（法第５条第１項。規則第３条。様式第３号（１）） 

※昭和３７年１０月１日までの様式番号は様式第３号 

⑤優生手術実施医師指定通知書（法第５条第２項。規則第３条。様式第４号） 

※昭和２７年７月１日までの様式名称は「優生手術実施通知書」 

 ［法第６条関係］ 

   ⑥再審査の申請書（法第６条第１項。規則第４条。） 

⑦再審査に際して付された都道府県優生保護審査会の意見（法第６条第３項） 

 ［法第７条関係］ 

   ⑧優生手術適否決定通知書（法第７条。規則第５条。様式第３号（２）） 

※昭和３７年１０月１日までの様式番号は様式第３号 

 ［法第８条関係］ 

   ⑨再審査に関して都道府県優生保護審査会に対して提出された申述書 

 ［法第９条関係］ 

   ⑩提起された訴訟の記録 

 ［法第１１条関係］ 

   ⑪優生手術に関する費用として都道府県が支弁した記録（法第１１条第１項） 

   ⑫優生手術に関する費用として、国に請求した記録（法第１１条第２項） 

 ［法第１２条関係］ 

   ⑬優生手術申請書（法第１２条。規則第６条。様式第１号） 

   ⑭健康診断書（法第１２条。規則第６条。様式第５号） 

   ⑮同意書（法第１２条。規則第６条。様式第６号） 

 ［法第１３条関係］ 

   ⑯優生手術適否決定通知書（法第１３条第１項。規則第７条。様式第３号（３）） 

※昭和３７年１０月１日までの様式番号は様式第３号 

※昭和３７年１０月１日以降昭和５７年８月３０日までは様式第３号（２） 

 ［法第１４条関係］ 

⑰優生保護法指定医師として医師会から指定された医師の名簿（法第１４条第１項） 

 ［法第１６条関係］ 

 ⑱優生保護審査会の委員名簿 

※昭和２４年６月１日までの名称は「優生保護委員会」 
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 ［法第２５条関係］ 

   ⑲優生手術実施報告書（法第２５条。規則第２７条。様式第１２号（１）） 

※昭和２７年７月１日までの様式番号は様式第８号 

   ⑳優生手術実施報告票（法第２５条。規則第２７条。様式第１２号（２）） 

   ㉑優生手術年報（法第２５条。規則第２７条。様式第１４号（１）） 

※昭和２７年７月１日までの様式名称及び様式番号は「優生保護法第二十五条の届出に関する月報」（様式

第１０号） 

※昭和２７年７月１日以降昭和２９年７月１日までの様式名称及び様式番号は「優生手術月報」（様式第１

４号（１））及び「優生手術年報」（様式第１５号（１）） 

※昭和２９年７月１日以降昭和４４年６月２１日までの様式名称及び様式番号は「優生手術半年報」（様式

第１４号（１）） 

   （注）⑲・⑳の資料については医師から保健所／市長を経由して都道府県に提出することとさ

れていたので保健所設置市、特別区におかれては資料の保有状況の確認にご留意ください。 

 ［その他］ 

   ㉒ 上記以外で①から㉑の情報が含まれたもので都道府県が保有している資料（台帳など） 

 

【調査２】優生手術関連の件数、個人が特定できる情報の調査（様式２－１・２－２） 

ア）内容 

   調査１で回答した資料の内容及びその他の資料を確認の上、保存されている資料を総

合して把握できる、優生手術の申請、審査、手術実施の各段階における件数を記載して

ください。 

  ・法第４条、第１２条の手術については、申請から手術実施までの各段階について様式

２－１（第４条・第１２条関係）に記載してください。 

  ・法第３条の手術については、都道府県における審査は行われていないため、手術実施

段階についてのみ様式２－２（第３条関係）に記載してください。 

 

イ） 留意事項 

  ○ 全体数には、個人が特定できないものも含め、把握できる全体の件数を記載してく

ださい。 

  ○ 個人が特定できる件数には、全体の件数のうち、「個人が特定できる情報（少なく

とも氏名）」を有するものの件数を記載してください。 

   

ウ）調査事項 

 ［法第４条・第１２条関係］ 

  ・①申請数 

  ・②審査結果 

  ・③「適」とされた性別・年齢階層 

  ・④手術を受けた者 

  ・⑤手術を受けた者の性別・年齢階層 
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［法第３条関係］ 

  ・①手術を受けた者（第１項第４号及び第５号に基づき実施された手術を除き、第１項

の該当号番号が不明であるものを含む。） 

  ・②手術を受けた者の第３条第１項の該当号番号 

  ・③法第３条第１項第１号の手術を受けた者の性別・年齢階層 

  ・④法第３条第１項第２号の手術を受けた者の性別・年齢階層 

  ・⑤法第３条第１項第３号の手術を受けた者の性別・年齢階層 

 

【調査３】その他保有する資料等の調査 

ア）調査内容 

調査１で回答した資料以外（ただし、調査１の「㉒その他」で記載した資料は調査３で

も再掲してください）で、優生手術に関係する情報が含まれている統計資料や説明資料、

記録等、具体的には、 

① ○○統計、○○白書、パンフレット、手引き 等 

② 国や自治体等からの通知、事務連絡、疑義照会 等 

を保管している場合には、様式３に記載してください。 

 

イ）留意事項 

 ○ 調査１の「㉒その他」で回答した資料については、当該資料の内容について、様式３

に記載してください。 

 

○ 国や他の自治体が作成した資料を取得、保管している場合にはその内容について記載

し、「⑤特記事項」にその旨記載してください。 

 

ウ）調査事項 

  ① 資料名・通知等の題名 

  ② 資料作成者（団体）名・通知等の発出者名及び宛名 

  ③ 資料作成時期・通知等の日付 

  ④ 資料・通知等の概要 

  ⑤ 特記事項  

 

４．提出先 

 botaihogo@mhlw.go.jp 

 

５．本件照会先 

厚生労働省子ども家庭局母子保健課 

   課長補佐 工藤春華  企画調整係 橋本捷太 釼持智洋 

   直通：０３－３５９５－２５４４  

ＦＡＸ：０３－３５９５－２６８０ 



       

 

 

30保疾第184号  

平成30年（2018年）５月９日  

 

障がい者支援課長  

          様 

こども・家庭課長  

 

                                             保健・疾病対策課長 

 

旧優生保護法下において実施されたが優生手術に 

関する記録等の調査について（依頼） 

 

 平成30年４月16日付け30保疾第80号 保健・疾病対策課長通知によりお願いしました、旧優

生保護法（昭和23年施行、平成８年に現在の母体保護法に改正）下において実施された優生

手術に関する記録等の保全について貴課所管の現地機関等への周知に御配意いただき感謝申

し上げます。 

標記について、厚生労働省子ども家庭局長から別添のとおり、通知がありました。 

つきましては、貴課所管の現地機関への調査依頼に係る通知の発出をお願いいたします。 

また、貴課所管の現地機関における旧優生保護法に関連する記録等の有無について、６月

11日（月）までに別紙２により保健・疾病対策課あて御提出をお願いします。 

 なお、記録が確認された場合の対応につきましては別途ご連絡いたしますので、御承知お

きください。 

 なお、不明な点などがありましたら、保健・疾病対策課あてお問い合わせください。  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

                                       

長野県健康福祉部 保健・疾病対策課 母子・歯科保健係 

課長 西垣 明子  担当 中澤 文子 

電 話 ０２６－２３５－７１４１ 

ＦＡＸ ０２６－２３５－７１７０ 

E-mail boshi-shika@pref.nagano.lg.jp 

mailto:boshi-shika@pref.nagano.lg.jp


       

 

 

30保疾第184号  

平成30年（2018年）５月９日  

保健福祉事務所長 

精神保健福祉センター所長 様 

    

                                                健康福祉部長  

 

旧優生保護法下において実施された優生手術に 

関する記録等の調査について（依頼） 

 

 平成30年４月16日付け30保疾第85号 保健・疾病対策課長通知によりお願いしました、旧優

生保護法（昭和23年施行、平成８年に現在の母体保護法に改正）下において実施された優生

手術に関する記録等の保全について、御協力いただき感謝申しあげます。 

標記について、厚生労働省子ども家庭局長から旧優生保護法に関する記録等の調査につい 

て別添のとおり通知がありました。 

つきましては、貴機関内における旧優生保護法に関連する記録等の有無について別紙１

「調査対象及び調査事項等」に基づき御確認いただき、別紙２により記録の有無等について

御記入の上、確認された記録と併せ６月８日（金）までに保健・疾病対策課あて御提出いた

だきますよう、お願いいたします。 

 また、不明な点などがありましたら、保健・疾病対策課あてお問い合わせください。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

               

長野県健康福祉部 保健・疾病対策課 母子・歯科保健係 

課長 西垣 明子  担当 中澤 文子 

電 話 ０２６－２３５－７１４１ 

ＦＡＸ ０２６－２３５－７１７０ 

E-mail boshi-shika@pref.nagano.lg.jp 

mailto:boshi-shika@pref.nagano.lg.jp


（別紙） 

 

 

旧優生保護法下において実施された優生手術に関する記録等の 

調査結果について（回答） 

 

             機関名           

担当者名          

連絡先           

 

 

 

１ 確認された記録等  あり  ・  なし 

 

 

 

 ２ 確認された記録がありの場合 

    

確認された記録（綴）名 個人情報の有無 

  

  

  

    

 

 

 

 お忙しいところ恐縮ですが、６月８日までに（        ）課あて 

御提出をお願いします。 

   



 
旧優生保護法に関連した資料等の保管状況等調査の結果について 

 

保健・疾病対策課 

 

  旧優生保護法（1948 年～1996 年）に基づく優生手術（不妊手術）は、法律に基づき   

行われ、県は、優生保護審査会の事務等を執行してきたところ。 

 これまで県では、「関係資料の保全」に関しては、国からの依頼に先行して、県が保有  

する資料の保全を行うとともに、関係機関に対して、保有する資料の保全について協力  

依頼を行ってきた。 

また、「関係資料等の調査」については、昨年度、県独自に健康福祉部及び保健福祉  

事務所において保管されている文書等を調査して、３月９日に公表した。 

今回、厚生労働省から、都道府県等で保有する資料等に関する調査依頼があり、その 

結果が下記のとおりまとまった。 

 

１ 調査概要 

旧優生保護法に関して今後の検討に備えるため、厚生労働省から都道府県・保健所

設置市・特別区に対する、現時点で保有している資料や記録に関する調査依頼（4/25

付け）に基づく調査 

 

２ 調査対象機関 

   本庁のほか、現地機関(20) 【保健福祉事務所(10)、精神保健福祉センター(1)、 

児童相談所(5)、女性相談センター(1)、知的障害者更生相談所(1)、身体障害者更生

相談所(1)、県立歴史館(1)】 

 

３ 調査対象 

  ① 旧優生保護法に係る省令様式等（優生手術申請書、優生手術実施報告書 等）の件数 

② 優生手術関連の件数、個人が特定できる情報の件数 

  ③ その他保有する資料等の内容 

 

４ 調査結果の概要 （詳細は別紙） 

  保健・疾病対策課、保健福祉事務所（10所）、女性相談センターに、旧優生保護法に

関連する書類や資料等が保管されていた。 

＜確認された資料等＞ 
 
① 旧優生保護法に係る省令様式等 

  保健福祉事務所(７所)と女性相談センターの綴り 12 冊の中に、省令様式等があることが確認 
 
② 優生手術関連の件数、個人が特定できる情報の件数  

 個人名の記載がある事案は９件、うち優生手術の実施に関して個人名がある事案は２件 
 
③ その他保有する資料等 

  本庁及び保健福祉事務所(９所)において、長野県衛生年報、事業概況書等の資料が確認 

長野県議会平成 30 年 6 月定例会 県民文化健康福祉委員会提出資料 

 



旧優生保護法に関連した資料等の保管状況等調査の結果（概要） 
 

平成 30 年７月３日 

長野県健康福祉部保健・疾病対策課 

１ 調査対象機関 

本庁のほか、現地機関(20) 【保健福祉事務所(10)、精神保健福祉センター(1)、児童相談所(5)、

女性相談センター(1)、知的障害者更生相談所(1)、身体障害者更生相談所(1)、県立歴史館(1) 】 
 

２ 資料が確認された機関及び内容  

・ 網掛部分 は、平成 29 年度に、県が独自に行った調査と重複 

・ 下線部分は、個人の特定に係る資料が確認された綴り 

・ 個人の特定件数は、合計９件  

 

＜調査対象外であるが、今回確認された内容（参考記載）＞ 

  人工妊娠中絶（法第 14 条）を実施したと考えられる事案 １件 （女性相談センター) 

 

確認された機関 

【調査１】 

省令様式等の保有状況 

(優生手術申請書、優生手術実施

報告書 等) ※下記は、綴りの名称 

【調査２】 

優生手術関連の件数、 

個人が特定できる情報 

【調査３】 

その他、保有する 

資料等の内容 

 
法第 3条、第４条、第 12 条に

係る資料の有無及び件数等 

【調査１】から把握できる優生

手術の申請・審査・手術実施

の各段階における件数 

統計資料、国・自治体

からの通知・事務連絡等 

本庁内 

（保健・疾病対策課） 
― ― 

長野県衛生年報 

優生保護統計(厚生省) 

保健福祉

事務所 

  

佐久 優生保護関係例規  ― 事業概況書 

上田 例規 ― 事業概況書等 

諏訪 ― ― 事業概況書等 

伊那 ― ― 事業概況書 

飯田 ― ― 事業概況書等 

木曽 
44 起 優生保護審査会 

54 起 優生保護審査会  
― 事業概況書 

松本 

54～ 優生保護関係書 

優生保護 

優生保護  

母体保護法例規 

<個人の特定件数 ３件> 

優生手術実施件数 １件 
事業概況書等            

大町 母子保健例規（S47-H4） ― ― 

長野 

昭和 47 年～ 優生保護関係 

 * 旧須坂保健所 

<個人の特定件数 ４件> 

優生手術実施件数 １件 

 * 旧須坂保健所 

事業概況書等 

北信 
優生保護例規 

  * 旧中野保健所 

<個人の特定件数 １件> 

 * 旧中野保健所 
事業概況書等 

女性相談センター 婦人保護台帳（一時保護） <個人の特定件数 １件> ― 



                                   

旧優生保護法に基づく優生手術に関して、個人名が確認された資料等 
                                      平成 30 年７月３日  

長野県健康福祉部保健・疾病対策課 

※ 番号に○ ：優生手術が実施されたと考えられる事案 

※ 網掛 ：平成 29 年度に、県が独自に行った調査と重複 

機関名 番号 時期 性別 
年齢 

（当時） 

法 

根拠規定 
確認された資料 

松本保健福祉 
事務所 

１ S55 女性 不明 12 条 ・優生保護審査会の開催について（回答）（原本） 

２ S58 女性 30 代 12 条 

・優生保護審査会の開催について（起案）（原本） 

・優生保護審査会の開催について（進達）（原本） 

・優生手術申請書（写し） 

・健康診断書（写し） 

・同意書（保護義務者）（写し） 

・優生保護法第 13 条による優生手術の適否決定について（起案） 

（原本） 

・優生手術適否決定通知（写し）  等 

③ S60 男性 50 代 12 条 

・優生保護審査会の開催について（回答）起案（写し） 

・優生保護審査会の開催について（進達）（原本）（写し） 

・優生手術申請書（写し） 

・健康診断書（写し） 

・同意書（保護義務者）（写し） 

・優生保護法第 13 条による優生手術の適否決定について（原本） 

・優生手術適否決定通知書（写し） 

・優生手術の実施について（報告）起案（原本） 

・優生手術実施報告書（写し） 等 

長野保健福祉 
事務所 
（旧須坂保健所）  

４ S52 男性 20 代 12 条 

・優生手術申請書（写し） 

・健康診断書(写し) 

・遺伝調査書（写し） 

・同意書（保護義務者）（写し） 

・優生手術適否決定通知書（写し） 等 

５ S53 女性 30 代 不明 ・優生保護審査会の該当者報告（原本） 

６ S53 男性 不明 不明 ・優生保護審査会の該当者報告（原本） 

⑦ S57 女性 30 代 

４条と推

定される

（申請書

未記入） 

・優生手術申請書（写し） 

・健康診断書（写し） 

・遺伝調査書（写し） 

・同意書（保護義務者）（原本） 

・優生保護法第５条の規定による優生手術の適否決定について 

（通知）（原本） 

・優生手術適否決定通知書(写し) 

・優生手術医師指定通知書（写し） 

・優生手術実施報告（起案）（原本） 

・優生手術実施報告書（写し） 

・優生手術費請求書（写し） 

・優生手術旅費請求書（写し） 等 

北信保健福祉 
事務所 

(旧中野保健所）  

８ S54 女性 30 代 12 条 

・優生保護審査会の開催について（報告）起案（原本） 

・優生手術申請書（写し） 

・健康診断書（写し） 

・同意書（保護義務者）（写し） 等 

女性相談センター ９ 不明 女性 20 代 不明 ・婦人一時収容保護台帳（S33） 

 

○ 調査対象外であるが、今回確認された内容  (「婦人一時収容保護台帳」 (S32) から) 

人工妊娠中絶（法第 14 条）を実施したと考えられる事案  １件 （女性 20 代） (女性相談センター) 



 

 

旧優生保護法に関するこれまでの主な経緯（H30 年） 

                                長野県健康福祉部 
                                保健・疾病対策課 

                                  平成 30 年７月３日現在 
 

月 日 国の動向 県の動向 

1 月 30 日 

宮城県内 60 代女性が、優生手術に

ついて国家賠償と謝罪を求め、仙台

地裁へ提訴 

 

２月 22 日  

本県独自に、県で保管されている文書等を確認し 

たところ、「長野県衛生年報」から、1949 年から 1979

年までに 474 件の旧優生保護法（４条及び 12 条）

に基づく優生手術が、本県で行われていた 

３月 ６日 
 超党派の議員連盟が設立  

 (3/13 :与党ワーキングチームが設立) 
 

３月 ９日  

 県健康福祉委員会で、保健福祉事所における優生 

手術に関連する文書の調査結果を報告【５か所の保 

健所で、例規綴りなど６冊を確認。このうち２冊に 

個人名の記載がある資料５件を確認（うち１件は、 

優生手術の実施に関する個人名記載あり。）】 

３月 16 日  
県から厚労省へ旧優生保護法に基づく優生手術

に関する国の一元的な対応を要望① 

３月 28 日 
 厚労省から都道府県等へ都道府県

等が保有する資料の保全を要請 
 

４月４日～  
県から医療機関・障がい福祉施設など（計 2,818

施設）へ資料の保全を要請 

４月 18 日  
保健・疾病対策課に、旧優生保護法に関する県相

談窓口を設置 

４月 25 日 
 

厚労省から都道府県等へ関係機関

に対して資料の保全依頼を行うよう

要請 

 

厚労省から都道府県等へ都道府県

等で保有する資料等を調査するよう

要請  (6 月 29 日回答期限)                      

 

５月 21 日  
県から厚労省へ旧優生保護法に基づく優生手術

に関する国の一元的な対応を要望② 

 

参考資料１ 



旧優生保護法に基づく優生手術の手続き等について 

（法律の目的） 

 〇優生上の見地から不良な子孫の出生を防止するとともに、母性の生命健康を保護すること。 

（優生手術の定義） 

 〇優生手術とは、生殖腺を除去することなしに、生殖を不能にする手術。 

 

根拠条文による優生手術の手続き等の分類 

【第 3条該当の場合】 

  医師は本人の同意並びに配偶者の同意を得て、優生手術を行うことができる。 

    

【第 4条該当の場合】  

 対象とする疾患：遺伝性精神病、遺伝性精神薄弱、顕著な遺伝性精神病質、 

         顕著な遺伝性身体疾患、強度な遺伝性奇形 

  医師は、診断の結果、その疾患の遺伝を防止するために優生手術を行うことが公益上必要

であると認めるときは、都道府県優生保護審査会に優生手術を行うことの適否に関する審査

を申請しなければならない。（抄） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                       ※決定に異議がないときは優生手術を実施 

※決定に異議・不服ある場合は、再審査の申請、訴を提起できる 

※手術に関する費用は国庫負担とする 

 

【第 12 条該当の場合】 

 対象とする疾患等：遺伝性のもの以外の精神病又は精神薄弱に罹っている者 

 医師は、上記の者について、保護義務者の同意があった場合には、都道府県優生保護審査会

に優生手術を行うことの適否に関する審査を申請することができる。 

 

 

 

 

 

 

 

医師 

（申請者） 
 

県優生保護 

審査会 

・優生手術申請書 

・健康診断書 

・遺伝調査書 

優生手術を
受くべき者 

医師 

（申請者） 

手術を行う
べき医師 

・要件を備えているか審査 

・適否の決定 

・手術を行うべき医師を指定 

 

結果通知 

（適の場合） 

医師 

（申請者）  

県優生保護 

審査会 

・優生手術申請書 

・健康診断書 

・同意書 

審査申請 
市町村、保健所を 

経由して申請 

同意者 

医師 
（申請者） 

・審査（精神病又は精神薄弱

に罹っているか、手術が本

人保護のために必要か） 

・適否の決定 

 

結果通知 

（適の場合） 

審査申請 
市町村、保健所を 

経由して申請 

医師は優生手術

を行うことができる 

参考資料２ 


